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電子処方箋・電子版お薬手帳等が普及するまでに検討すべきことは？



＜本日の内容＞

２．電子処方箋運用開始後の状況と院内処方箋の課題

３．電子版お薬手帳について

４ ．薬局機能認定制度と医療機関との情報連携
（医療機関側が備えるべき機能）

５．タスクシフティング･シェアリング（新通知）への対応

１．はじめに（次年度診療報酬改定における医療DXの評価）

６．これからすべきこと



【Ⅱ－１ 医療 DX の推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進－①】

① 医療情報・システム基盤整備体制充実加算の見直し

第１ 基本的な考え方

保険医療機関・薬局におけるオンライン資格確認等システムの導入が原則義務化さ

れ、オンライン資格確認に係る体制が整備されていることを踏まえ、医療情報・シ

ステム基盤整備体制充実加算の評価の在り方を見直す。 

第２ 具体的な内容

医療情報・システム基盤整備体制充実加算について、オンライン資格確認等システ

ムの導入が原則義務化されたことを踏まえ、体制整備に係る評価から、初診時等の

診療情報・薬剤情報の取得・活用にかかる評価へ、評価の在り方を見直すとともに、

名称を医療情報取得加算に見直す。

次年度診療報酬改定における医療DXの評価

中医協（2024.1.26）で次期診療報酬改定の個別改定項目が公表された
（改定項目等に関する詳細な点数は後日公表）



【Ⅱ－１ 医療 DX の推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進－①】

① 医療情報・システム基盤整備体制充実加算の見直し

【初診料】 （従来）

［算定要件］ 注15 初診に係る十
分な情報を取得する体制として別
に厚生労働大臣が定める施設基準
を満たす保険医療機関を受診した
患者に対して初診を行った場合は、
医療情報・システム基盤整備体制
充実加算１として、月１回に限り
４点を所定点数に加算する。
ただし、健康保険法第３条第13
項に規定する電子資格確認により
当該患者に係る診療情報を取得等
した場合又は他の保険医療機関か
ら当該患者に係る診療情報等の提
供を受けた場合にあっては、医療
情報・システム基盤整備体制充実
加算２として、月１回に限り２点
を所定点数に加算する。 

【初診料】（改定後） 
［算定要件］
注15 別に厚生労働大臣が定める施設基準を
満たす保険医療機関を受診した患者に対して
十分な情報を取得した上で初診を行った場合
は、医療情報取得加算１として、月●回に限
り●●点を所定点数に加算する。
ただし、健康保険法第３条第13項に規定する
電子資格確認により当該患者に係る診療情報
を取得等した場合又は他の保険医療機関から
当該患者に係る診療情報等の提供を受けた場
合にあっては、医療情報取得加算２として、
月●回に限り●●点を所定点数に加算する。 

次年度診療報酬改定における医療DXの評価

中医協（2024.1.26）で次期診療報酬改定の個別改定項目が公表された
（改定項目等に関する詳細な点数は後日公表）



【Ⅱ－１ 医療 DX の推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進－①】

① 医療情報・システム基盤整備体制充実加算の見直し

【再診料】（新設） 

［算定要件］

注18 別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関を受診した

患者に対して十分な情報を取得した上で再診を行った場合は、医療情報取得

加算３として、●月に●回に限り●●点を所定点数に加算する。

ただし、健康保険法第３条第13項に規定する電子資格確認により当該患者に

係る診療情報を取得等した場合又は他の保険医療機関から当該患者に係る診

療情報の提供を受けた場合にあっては、医療情報取得加算４として、● 月に

●回に限り●●点を所定点数に加算する。 

初診料・再診料に対して具体的に何点加算となるかは不明だが
医療DX推進の観点から現行の加算より大きくなるのではないか
と思われる



【Ⅱ－１ 医療 DX の推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進－①】

② 医療 DX 推進体制整備加算の新設

第１ 基本的な考え方

オンライン資格確認の導入による診療情報・薬剤情報の取得・活用の推進に

加え､「医療 DX の推進に関する工程表」に基づき、利用実績に応じた評価、

電子処方箋の更なる普及や電子カルテ情報共有サービスの整備を進めること

とされていることを踏まえ､医療 DX を推進する体制について、新たな評価

を行う。 

第２ 具体的な内容

オンライン資格確認により取得した診療情報・薬剤情報を実際に診療に活用

可能な体制を整備し、また、電子処方箋及び電子カルテ情報共有サービスを

導入し、質の高い医療を提供するため医療 DX に対応する体制を確保して

いる場合の評価を新設する。



【Ⅱ－１ 医療 DX の推進による医療情報の有効活用、遠隔医療の推進－①】

医療 DX 推進に係る体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たす保険医療機関を受
診した患者に対して初診を行った場合は、医療 DX 推進体制整備加算として、月●回に限り
●●点を所定点数に加算する。この場合において、区分番号●●に掲げる在宅医療 DX 情報活
用加算又は区分番号●●に掲げる訪問看護医療 DX 情報活用加算は同一月においては、別に算
定できない。 

［算定要件］

（１）療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する命令(昭和51年厚生省令第36号）
第１条に規定する電子情報処理組織の使用による請求を行っていること。 

（２）健康保険法第３条第13項に規定する電子資格確認を行う体制を有していること。
（３）医師が､電子資格確認を利用して取得した診療情報を､診療を行う診察室､手術室又は処置室

等において、閲覧又は活用できる体制を有していること。
（４）電磁的記録をもって作成された処方箋を発行する体制を有していること。
（５）電子カルテ情報共有サービスを活用できる体制を有していること。
（６）マイナンバーカードの健康保険証利用について、実績を一定程度有していること。
（７）医療 DX 推進の体制に関する事項及び質の高い診療を実施するための十分な情報を取得し、

及び活用して診療を行うことについて､当該保険医療機関の見やすい場所に掲示していること。
（8）（７）の掲示事項について、原則として、ウェブサイトに掲載していること。

［施設基準］

［経過措置］ 
（１）令和●●年●●月●●日までの間に限り、（４）に該当するものとみなす。
（２）令和●●年●●月●●日までの間に限り、（５）に該当するものとみなす。 
（３）（６）については、令和●●年●●月●●日から適用する。 
（４）令和●●年●●月●●日までの間に限り、（８）に該当するものとみなす。



＜本日の内容＞

２．電子処方箋運用開始後の状況と院内処方箋の課題

３．電子版お薬手帳について

４ ．薬局機能認定制度と医療機関との情報連携
（医療機関側が備えるべき機能）

５．タスクシフティング･シェアリング（新通知）への対応

１．はじめに（次年度診療報酬改定における医療DXの評価）

６．これからすべきこと



電子処方箋モデル事業 及び病院等を中心とした更なる面的拡大について

病院 30 歯科診療所 45 
診療所  806 薬局   11,031

電子処方箋、電子処方せんのリフィル処方せんに対応している医療機関・薬局(2024.1.14現在)



電子処方箋モデル事業 及び病院等を中心とした更なる面的拡大について

次期診療報酬改定において電子処方箋等普及推進策として、電子処方箋に関連
した点数が高く設定された場合には急激に進展する可能性がある（他人事では
なくなる）



電子処方箋モデル事業 及び 電子処方箋の運用開始について

出典：第2回電子処方箋推進協議会（令和５年4月28日）資料より

薬局が電子処方箋対応であれば直近の調剤情報が参照可

入院前の持参薬に関する調査の網羅性の向上･省力化に効果大



＜電子処方箋の検討過程と残された課題について＞

11■処方箋中の疑義 薬剤師法第24条
12■情報の提供、相談の応需 薬剤師法25条の2,薬事法第9条の2,

薬事法施行規則第15条の13
13■調剤録（調剤録の記入事項） 薬剤師法第28条, 

薬剤師法施行規則第16条
薬担第10条,
保険薬局の調剤録の取扱い
（S36.6.14保険発第57号）

14■処方箋への記入等（処方箋の記入事項）
15■処方箋の保存 薬剤師法第27条
16■処方箋等の保存 薬担第6条

1■処方箋の交付義務  医師法第22条、歯科医師法第21条
 2■処方箋の記載事項  医師法施行規則第21条
3■特定保険薬局への誘導の禁止
4■無診察治療等の禁止  医師法第20条、歯科医師法第20条
5■処方箋の交付 療担第20条、21条、23条
6■健康保険事業の健全な運営の確保
7■調剤の一般的方針
8■調剤の求めに応ずる義務
9■処方箋による調剤 薬剤師法第23条
10■処方箋の確認       薬担第3条

出典：電子処方箋の実現について（平成 25 年 7 月）

診療報酬上求められている

また、この他にも医療機関内
で用いられている処方箋につ
いても、今後所要の検討が必
要であると考えられる。

疑義照会が行われたこととその結果に
ついては調剤録への記録義務はあるが、
医師法や医師法施行規則には記録につ
いて法的には定められていない

処方せんの電子化について
（2008年7月）

処方箋の電子化に向けて
（2012年4月）

電子処方箋の実現について
（2013年7月）

＜電子処方箋検討経緯＞



２．紙媒体の処方箋の運用の形態
ここでいう処方箋の運用とは、保険診療に伴い患者に交付された処方箋の運用を念頭においている。医師又は

歯科医師(以下｢医師等｣という)が行う医療行為の中には､医療保険を利用しないもの（例えば､自費による診療､自
動車賠償責任保険による診療等）もあるが、多くの医療行為は医療保険を利用したものであることや、保険診療
における運用が可能であれば､応用が可能と考えられることから保険診療に伴い交付された処方箋の運用を念頭
においた記載とした。また、この他にも医療機関内で用いられている処方箋についても、今後所要の検討が必要
であると考えられる。

院内処方箋：外来患者（交付処方箋），入院患者(非交付処方箋）

（医療情報ネットワーク基盤検討会 2013年7月）

処置用薬剤：処置伝票（注射薬，外用薬，放射性医薬品，治療用アレルゲンエキス）

検査用薬剤：処置伝票（造影剤，検査用薬，放射性医薬品，診断用アレルゲンエキス）

病棟定数配置薬：処置伝票（内服薬，外用薬，注射薬）

しかしながら、医療機関内で使用されている殆どの医薬品は、薬機法上は「処方箋
医薬品（医師等の処方箋により使用すること）」として位置付けられている（次期
改訂で変更になる？）。

＜医療機関内で用いられている処方箋について＞

医療機関内で医薬品が使用される場合、必ずしも処方箋という書類が使用されてい
るわけではない

院内処方箋の電子化を｢院内における
『薬物療法に関する指示等に関する記録』及び
『実施された医薬品に関する物流記録』
を正確に把握することを目的とした記録システム」と定義して、
求められる要件等について検討すべきではないか



薬剤師法等の規定に関する課題について①

薬剤師法第26条（処方せんへの記入等）
薬剤師は、調剤したときは、その処方せんに、調剤済みの旨（その調剤によつて、当該
処方せんが調剤済みとならなかつたときは､調剤量）、調剤年月日その他厚生労働省令
で定める事項を記入し､かつ､記名押印し､又は署名しなければならない。

現行では、殆どの医療機関において、薬剤部から病棟に払い出すために調剤
鑑査をしたタイミングで「調剤済み」としている

もしこのタイミングで「調剤済み」としてしまうと、それ以降の変更に対して
はその都度「処方箋の取り消し」「再発行」が必要になってしまう

外来処方箋は患者への交付で「所有権が移転」するが、入院患者の場合には、
薬剤部から病棟に払い出しても、所有権は移転せず、「保管場所が移動」した
にすぎない

多くの医療機関で使用されている「定時処方箋」「臨時処方箋」について
調剤済みの電子署名を行うのかについては課題が残されている



院内処方箋と調剤済のタイミングにおける課題への対応策（私見）

院内処方箋（外来患者）については、現状のまま患者に交付する
調剤薬の「調剤鑑査終了＝調剤済」と考えればよい

院内処方箋（入院患者）については、本来なら「与薬準備完了」
あるいは「配薬直前に行われる鑑査終了時」が「調剤済」に該当
すると思われるが、「病棟薬剤師の存在の有無等」によって状況
が異なる対応を考える必要がある

入院処方箋に関しては、全て単位を｢１回｣の粒度にしておいて
入院処方箋をリフィル処方箋として運用する等の実質的な対応
を図るのは一つの方法だと思われる



調剤録は薬局に備え付けることが規定されているのみで、医療機関について
は「調剤の記録」に関する規定がない

薬剤師法施行規則第１６条 （調剤録の記入事項）
法第28条第2項の規定により調剤録に記入しなければならない事項は、次のとおりとする。ただし、その調

剤により当該処方せんが調剤済みとなつた場合は、第1号、第3号、第5号及び第6号に掲げる事項のみ記入す
ることで足りる。
1 患者の氏名及び年令
2 薬名及び分量
3 調剤並びに情報の提供及び指導を行つた年月日
4 調剤量
5 調剤並びに情報の提供及び指導を行つた薬剤師の氏名
6 情報の提供及び指導の内容の要点（新設）
7 処方せんの発行年月日
8 処方せんを交付した医師、歯科医師又は獣医師の氏名 
9 前号の者の住所又は勤務する病院若しくは診療所若しくは飼育動物診療施設の名称及び所在地
10前条第2号及び第3号に掲げる事項

2 法第23条第2項の規定により医師、歯科医師又は獣医師の同意を得て処方せんに記載された医薬品を変更して調剤した場合には、その変更の内容
3 法第24条の規定により医師、歯科医師又は獣医師に疑わしい点を確かめた場合には、その回答の内容

薬剤師法第28条（調剤録）
薬局開設者は、薬局に調剤録を備えなければならない。
２ 薬剤師は、薬局で調剤したときは、厚生労働省令で定めるところにより、調剤録に厚生労働

省令で定める事項を記入しなければならない。
３ 薬局開設者は、第一項の調剤録を、最終の記入の日から三年間、保存しなければならない。

薬剤師法等の規定に関する課題について②

「調剤の記録」に関しては、法令の規定がないものの、医療機関における対物業務の
記録として薬局の規定をそのまま準用すべきである



薬剤師法第19条（調剤）
薬剤師でない者は、販売又は授与の目的で調剤してはならない｡ただし､医師若しくは歯科医師が次に掲げる場合
において自己の処方せんにより自ら調剤するとき､又は獣医師が自己の処方せんにより自ら調剤するときは､この
限りでない。
１ 患者又は現にその看護に当たつている者が特にその医師又は歯科医師から薬剤の交付を受けることを希望する旨を申し出た場合
２ 医師法(昭和23年法律第201号)第22条各号の場合又は歯科医師法(昭和23年法律第202号)第21条各号の場合

院内処方箋における課題等③

医師法第22条（処方せんの交付義務）
医師は､患者に対し治療上薬剤を調剤して投与する必要があると認めた場合には、患者又は現にその看護に当つて
いる者に対して処方せんを交付しなければならない。ただし､患者又は現にその看護に当つている者が処方せんの
交付を必要としない旨を申し出た場合及び次の各号の一に該当する場合においては、この限りでない。
1 暗示的効果を期待する場合において、処方せんを交付することがその目的の達成を妨げるおそれがある場合
2 処方せんを交付することが診療又は疾病の予後について患者に不安を与え、その疾病の治療を困難にするおそれがある場合
3 病状の短時間ごとの変化に即応して薬剤を投与する場合
4 診断又は治療方法の決定していない場合
5 治療上必要な応急の措置として薬剤を投与する場合
6 安静を要する患者以外に薬剤の交付を受けることができる者がいない場合
7 覚せい剤を投与する場合
8 薬剤師が乗り組んでいない船舶内において薬剤を投与する場合

処置用薬剤（注射薬，外用薬，放射性医薬品，治療用アレルゲンエキス）

検査用薬剤（造影剤，検査用薬，放射性医薬品，診断用アレルゲンエキス）

病棟定数配置薬（内服薬，外用薬，注射薬）

これらの薬剤(処方箋医薬品）と電子処方箋との関係をどのように位置づけるのか？
医 師 法：処方せん非交付事例に該当するといえるのか？

薬剤師法：医師を調剤者とするのか？

違法とならないよう智惠を出し合って論理立てを行う必要がある



＜本日の内容＞

２．電子処方箋運用開始後の状況と院内処方箋の課題

３．電子版お薬手帳について

４ ．薬局機能認定制度と医療機関との情報連携
（医療機関側が備えるべき機能）

５．タスクシフティング･シェアリング（新通知）への対応

１．はじめに（次年度診療報酬改定における医療DXの評価）

６．これからすべきこと



「お薬手帳」の歴史をふりかえる

1994年 東大病院において外来患者を対象に、患者自身が自分が服用（使用）して
いる医薬品について記録をとることの重要性を説明するとともに、売店で
ノートを購入してもらい、使い方に関する説明を開始。当時は既に院外率
が７０％近くであったが、院内調剤のみならず院外処方の患者にも十分な
説明を行った。

○患者が自分が服用（使用）している医薬品について正しく理解するため

○服用開始後に患者自身におきた事象を記録することにより次回診察時に
経過報告を医師等に行う

1995年「お薬手帳」の製品版を発売開始

患者に対して｢お薬手帳の目的・効用・患者さんしかできないこと(自身に
起きた症状等の記録)｣を丁寧に説明し、納得してもらうために大きな努力
が払われていた



電子版お薬手帳の検討状況について 厚労省第８回健康･医療･介護情報利活用検討会資料より



電子版お薬手帳ガイドラインが公表された



医療DXの本格的時代を迎える迄に｢お薬手帳｣に求められる利活用方法

・医療関係者が改めて｢お薬手帳｣の意義・役割を認識する
・病院ではまず入院患者に対してお薬手帳の意義･役割をきちんと説明し、

患者さんにこれから果たしてほしい行動（自身に起きた体調の変化や服薬に
関して気づいた事等を記録すること）の重要性を十分に理解をしてもらう

・薬局では処方箋受付時に｢お薬手帳｣を使って服薬状況や患者自身に起きた
症状等について情報を把握すると共に、｢お薬手帳｣において患者さんに
果たしてほしい行動を十分に理解してもらう

・マイナンバーカードの医療機関･薬局における利活用について患者に丁寧に
説明を行いメリットを理解してもらう

お薬手帳の原点に戻って

患者自身による
記録機能

薬歴一元管理機能は
オンライン資格確認
電子処方箋に移行

開発時 ＋

現在 薬歴一元管理機能
（重複・併用禁忌チェック機能）

今後 患者自身による
記録機能

患者自身による
記録機能

薬歴一元
管理機能

そのためには

患者協働による薬物療法の推進

薬歴一元管理機能
（重複・併用禁忌チェック機能）

＜医療関係者が率先して｢お薬手帳｣の利活用について具体的な行動をとる＞



医療DX･Society5.0の進展でできることとできないこと

Society5.0の時代では生体に
関する情報は、現在に比して
随時把握することが可能になる

これらのデータを利用して疾患
や副作用等に関する情報を今よ
りも多角的・網羅的に取得し、
判断できるようになる

患者さん自身が感じる「体調
の変化」等を含めた主観的な
情報を記録したり、外部から
システム的に得ることは、こ
の時点でも容易ではない

しかし

電子版お薬手帳ではOTC薬を箱のバーコードを
利用してデータを登録する機能も含まれている

電子版お薬手帳のガイドラインに沿った製品が、今後１年程度でだされることが想定
される



今のお薬手帳と将来のお薬手帳
電子処方箋・地域連携情報システムが
広く普及する迄の間

医療機関・薬局間の情報共有機能を
持たざるを得ない

直近の処方情報・調剤情報を参照する
機能を果たす役割を有する

電子処方箋・地域連携情報システムが
広く普及したら

お薬手帳として特化した（医療＋医療
以外で発生する情報、及び患者自身
による記録の登録・参照）機能を充実
させる

患者さんが自身が薬を飲んだり使ったりした場合に(OTCを含
む）、ふだんと違った症状がでたり、気になったりしたことな
どを容易に記録ができる機能の充実、及び
服用している薬の有害事象等に関する情報が容易に参照できる
機能の充実

＜お薬手帳の原点に戻って＞



＜本日の内容＞

２．電子処方箋運用開始後の状況と院内処方箋の課題

３．電子版お薬手帳について

４ ．薬局機能認定制度と医療機関との情報連携
（医療機関側が備えるべき機能）

５．タスクシフティング･シェアリング（新通知）への対応

１．はじめに（次年度診療報酬改定における医療DXの評価）

６．これからすべきこと



薬局、かかりつけ薬剤師に求められたのは

専門医療機関
連携薬局

地域連携
薬局

*2020年1月これらの薬局に求められる具体的基準が公表され、
２０２２年8月から認定が開始された

*

*

厚生労働省医薬・生活衛生局長通知「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則の一部を改正する省令の公布について」（薬生発0122 第6号令和3年1月22日）



＜薬局機能認定制度と医療機関の連携に関する要件＞

１ 地域連携薬局の基準等
③薬局開設者が､過去１年間において､当該薬局において薬事に関する実務に従事する

薬剤師に利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報について地域における医療機
関に勤務する薬剤師その他の医療関係者に対して月平均30回以上報告及び連絡させ
た実績があること。

２ 専門医療機関連携薬局の基準等
(1)新法第6条の3第1項の厚生労働省令で定める傷病の区分は､がんとすること。

③薬局開設者が､過去１年間において､当該薬局において薬事に関する実務に従事する 
薬剤師に当該薬局を利用する(1)の傷病の区分に該当する者のうち半数以上の者の
薬剤及び医薬品の使用に関する情報について①の医療機関に勤務する薬剤師その他
の医療関係者に対して報告及び連絡させた実績があること。

(3)新法第6条の3第1項第2号の厚生労働省令で定める基準は､次のとおりとすること。

薬局からの情報提供が薬局機能の認定要件になっていることから
医療機関はその情報の受け皿及びその情報を診療録に反映させる
方法を明確に確立しておくことが必須である

病院情報システムが標準で装備しなくてはならない機能となる



病院薬剤師と薬局薬剤師間の情報連絡書
（この運用を確実に行う方法の確立が急務）

現在は紙ベースで構築されている
施設間情報連絡書だが、薬機法で
新たに定められた薬局から医療機
関への情報提供も含め、地域医療
医療ネットワークの情報の流れは
双方向を基本とするように考え直
す必要があるのではないか

○当面は日薬・日病薬で作成された｢薬剤適正使
用のための施設間情報連絡書」を使用して病院
薬剤師･薬局薬剤師が情報を共有（お薬手帳は
対患者）

○将来は｢地域医療ネットワーク｣の利活用で医療
機関のカルテ情報等を薬局が直接閲覧？

①患者が調剤を受けている薬局に関する情報
を入手することが必要

②当該薬局の薬局機能認定制度への対応状況
を把握

③当該薬局との情報共有化の仕組みの構築



薬機法 第１条の５（医薬関係者の責務）
（略）

＜改正された薬機法が病院情報システムに与える影響＞

疑義照会や調剤結果に関する情報をどのように診療録に反映させ
るのか？

退院患者に関する情報をどのように薬局に伝達するのか

○薬局からの情報をどこが受け、誰が診療録に記載するのか
(診療報酬ではなく、薬機法への対応であることに留意)

○医療機関側の対応を早期に決定し、公表する必要がある
 （手順書の改訂が必要）

○法は薬局薬剤師に努力義務を定めているが、病院薬剤師も法の趣旨を準用
して、対応をすべきではないかと思われる

＜病院薬剤師も薬局との情報共有を強化すべきではないか＞

２ 薬局において調剤又は調剤された薬剤若しくは医薬品の販売若しくは授与の業務に従事する薬
剤師は､薬剤又は医薬品の適切かつ効率的な提供に資するため､医療を受ける者の薬剤又は医薬品の
使用に関する情報を他の医療提供施設において診療又は調剤に従事する医師若しくは歯科医師又は
薬剤師に提供することにより、医療提供施設相互間の業務の連携の推進に努めなければならない。

○疑義照会の結果を反映させるために病院薬剤師が関与すべきではないか

○薬局の調剤情報は処方情報に反映させるのではなく、電子カルテに調剤
情報を記録する仕組みが必要ではないか



＜本日の内容＞

２．電子処方箋運用開始後の状況と院内処方箋の課題

３．電子版お薬手帳について

４ ．薬局機能認定制度と医療機関との情報連携
（医療機関側が備えるべき機能）

５．タスクシフティング･シェアリング（新通知）への対応

１．はじめに（次年度診療報酬改定における医療DXの評価）

６．これからすべきこと



以下に掲げる業務については、現行制度の下において薬剤師が実施することができることから、薬
剤師を積極的に活用することが望まれる。

(1) 薬剤師を積極的に活用することが可能な業務

①薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間等の変更や検査のオーダについて、医師・薬剤師等に

より事前に作成・合意されたプロトコールに基づき、専門的知見の活用を通じて、医師等と協働

して実施すること。

②薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間等について、医師に対し積極的に処方を提案すること。

③薬物療法を受けている患者（在宅の患者を含む。）に対し、薬学的管理（患者の副作用の状況の

把握、服薬指導等）を行うこと。

④薬物の血中濃度や副作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効性の確認を行うと

ともに、医師に対し、必要に応じて薬剤の変更等を提案すること。

⑤薬物療法の経過等を確認した上で、医師に対し、前回の処方内容と同一の内容の処方を提案する

こと。

⑥外来化学療法を受けている患者に対し、医師等と協働してインフォームドコンセントを実施する

とともに、薬学的管理を行うこと。

⑦入院患者の持参薬の内容を確認した上で、医師に対し、服薬計画を提案するなど、当該患者に対

する薬学的管理を行うこと。

⑧定期的に患者の副作用の発現状況の確認等を行うため、処方内容を分割して調剤すること。

⑨抗がん剤等の適切な無菌調製を行うこと。

｢医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について｣
厚生労働省医政局長通知医政発０４３０第１号 平成２２年４月３０日

近年、医療技術の進展とともに薬物療法が高度化しているため、医療の質の向上及び医療安全の確保の観点から、
チーム医療において薬剤の専門家である薬剤師が主体的に薬物療法に参加することが非常に有益である。
また、後発医薬品の種類が増加するなど、薬剤に関する幅広い知識が必要とされているにもかかわらず、病棟や
在宅医療の場面において薬剤師が十分に活用されておらず、注射剤の調製（ﾐｷｼﾝｸﾞ）や副作用のチェック等の薬
剤の管理業務について、医師や看護師が行っている場面も少なくない。



調剤業務のあり方について

薬生総発 0402第1号 平成 31年4月2日
厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長通知

薬剤師法（昭和35年法律第146号）第19条においては、医師、歯科医師又
は獣医師が自己の処方箋により自ら調剤するときを除き、薬剤師以外の者が、
販売又は授与の目的で調剤してはならないことを規定しています。

調剤業務のあり方については、平成28年度厚生労働科学特別研究事業「かかりつけ薬剤師の本質的業務と機

能強化のための調査研究」において、「機械の使用や薬剤師の指示により他の従業者に行わせること」について

検討が行われていたところであり、当該研究結果も踏まえ、厚生科学審議会医薬品医療機器制度部会「薬機法等

制度改正に関するとりまとめ」（平成30年12月25日）において、薬剤師の行う対人業務を充実させる観点か

ら、医薬品の品質の確保を前提として対物業務の効率化を図る必要があり、「調剤機器や情報技術の活用等も含

めた業務効率化のために有効な取組の検討を進めるべき」とされたところです。

このため､調剤業務のあり方について､薬剤師が調剤に最終的な責任を有する
ということを前提として、薬剤師以外の者に実施させることが可能な業務の基
本的な考え方について、下記のとおり整理しましたので､業務の参考としてい
ただくようお願いします。

なお､今後､下記２に示す業務を含む具体的な業務に関しては､薬局における
対物業務の効率化に向けた取組の推進に資するよう､情報通信技術を活用する
ものも含め、有識者の意見を聴きつつ更に整理を行い､別途通知することとし
ていることを申し添えます。



１ 調剤に最終的な責任を有する薬剤師の指示に基づき、以下のいずれも満たす業務を
薬剤師以外の者が実施することは、差し支えないこと。なお、この場合であっても、
調剤した薬剤の最終的な確認は、当該薬剤師が自ら行う必要があること。
・当該薬剤師の目が現実に届く限度の場所で実施されること
・薬剤師の薬学的知見も踏まえ､処方箋に基づいて調剤した薬剤の品質等に影響がなく､

結果として調剤した薬剤を服用する患者に危害の及ぶことがないこと
・当該業務を行う者が、判断を加える余地に乏しい機械的な作業であること

２ 具体的には、調剤に最終的な責任を有する薬剤師の指示に基づき、当該薬剤師の目が届く場所で薬剤師以外の者が行う処方箋
 に記載された医薬品(PTP シート又はこれに準ずるものにより包装されたままの医薬品)の必要量を取り揃える行為、及び当該
 薬剤師以外の者が薬剤師による監査の前に行う一包化した薬剤の数量の確認行為については､上記１に該当するものであること｡

３ ｢薬剤師以外の者による調剤行為事案の発生について｣(平成27年6月25日付薬食総発0625第1号厚生労働省医薬食品局総務課長
 通知)に基づき､薬剤師以外の者が軟膏剤、水剤、散剤等の医薬品を直接計量､混合する行為は、たとえ薬剤師による途中の確認行
為があったとしても､引き続き､薬剤師法第19条に違反すること｡ただし､このことは､調剤機器を積極的に活用した業務の実施を妨
げる趣旨ではない。

４ なお、以下の行為を薬局等における適切な管理体制の下に実施することは、調剤に該当しない行為として取り扱って差し支え
ないこと。
・納品された医薬品を調剤室内の棚に納める行為
・調剤済みの薬剤を患者のお薬カレンダーや院内の配薬カート等へ入れる行為､電子画像を用いてお薬カレンダーを確認する行為
・薬局において調剤に必要な医薬品の在庫がなく､卸売販売業者等から取り寄せた場合等に、先に服薬指導等を薬剤師が行った上

で、患者の居宅等に調剤した薬剤を郵送等する行為

５ 薬局開設者は､薬局において､上記の考え方を踏まえ薬剤師以外の者に業務を実施させる場合にあっては､保健衛生上支障を生ずる
 おそれのないよう､組織内統制を確保し法令遵守体制を整備する観点から、当該業務の実施に係る手順書の整備、当該業務を実施
 する薬剤師以外の者に対する薬事衛生上必要な研修の実施その他の必要な措置を講じること。

薬剤師の指示書(調剤設計書)の存在は必須である。基本的に病院情報システムと各種
調剤機器を直接接続することは避けるべき(薬剤師の処方監査プロセスを組み込むこと)
調剤システムは処方監査済みの処方箋から「調剤設計書」を生成する仕組みを構築する
必要がある



現行制度の下で実施可能な範囲におけるタスク･シフト/シェアの推進について
厚生労働省医政局長通知医政発0930第16号 令和3年9月30日

医師の業務については、医療技術の高度化への対応や、患者へのきめ細やかな対応に対するニーズの高まり等を背景として､書類作成等の事務的
な業務も含め､増加の一途を辿っていると指摘されている｡こうした状況の中で､医師の時間外労働の上限規制が適用される令和６年４月に向けて､
医師の労働時間の短縮を進めるためには､多くの医療関係職種それぞれが自らの能力を生かし､より能動的に対応できるようにする観点から､まず
は､現行制度の下で実施可能な範囲において､医師の業務のうち､医師以外の医療関係職種が実施可能な業務について､医療機関において医師から他
の医療関係職種へのタスク･シフト/シェアを早急に進める必要がある｡このため､｢医師の働き方改革を進めるためのタスク･シフト/シェアの推進
に関する検討会｣における議論を踏まえ､現行制度の下で医師から他の医療関係職種へのタスク･シフト/シェアが可能な業務の具体例やタスク･シ
フト/シェアを推進するに当たっての留意点等について､下記のとおり整理したので､貴職におかれては､その内容について御了知の上､各医療機関
において､その実情に応じたタスク･シフト/シェアの取組が進むよう､貴管内の市町村(特別区を含む｡)､医療機関､関係団体等に周知方願いたい。
なお､診療報酬等の算定については､従前どおり関係法令をご確認いただきたい。
１．基本的考え方
２．タスク・シフト/シェアを効果的に進めるために留意すべき事項

１）意識改革・啓発
２）知識・技能の習得
３）余力の確保

３．現行制度の下で医師から他の医療関係職種へのタスク・シフト/シェアが可能な業務の具体例
１）看護師

① 特定行為(38行為21区分)の実施
 特定行為研修を修了した看護師は､保健師助産師看護師法(昭和23年法律第203号)第37条の2に基づき､手順書により､
 特定行為を行うことができる。 
 具体的には､例えば､特定行為研修を修了した看護師は､人工呼吸管理や持続点滴中の降圧剤や利尿剤等の薬剤の投与量の調整､
 中心静脈カテーテルの抜去や末梢留置型中心静脈注射用カテーテルの挿入等の特定行為について､その都度医師の指示を求め

 ることなく､医師が予め作成した手順書(医師による包括的指示の形態の一つ)により行うことが可能である。 
    ② 事前に取り決めたプロトコール(※)に基づく薬剤の投与、採血・検査実施
       看護師は、診療の補助として医行為を行う場合､医師の指示の下に行う必要があるが､実施するに当たって高度かつ専門的な知

 識及び技能までは要しない薬剤の投与､採血･検査については､特定行為研修を修了した看護師に限らず､医師が包括的指示(看
 護師が患者の状態に応じて柔軟に対応できるよう､医師が､患者の病態の変化を予測し､その範囲内で看護師が実施すべき行為
 について一括して出す指示)を用いることで看護師はその指示の範囲内で患者の状態に応じて柔軟な対応を行うことも可能で
 ある。 

       具体的には､①対応可能な病態の変化の範囲､②実施する薬剤の投与､採血･検査の内容及びその判断の基準､③対応可能な範囲
 を逸脱した場合の医師への連絡等について､医師と看護師との間で事前にプロトコールを取り決めておき､医師が､診察を行った

患者について､病態の変化を予測し､当該プロトコールを適用する(患者の状態に応じてプロトコールの一部を変更して適用する
場合を含む｡)ことを指示することにより､看護師は､患者の状態を適切に把握した上で､患者の状態を踏まえた薬剤の投与や投与
量の調整､採血や検査の実施について､必ずしも実施前に再度医師の確認を求めることなく､当該プロトコールに基づいて行うこ
とが可能である。 
（以下略）
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タスク･シフト/シェアの推進について新たな通知(令和3年9月
30日)が出されたが､この実施に関しては各医療機関において
医師・看護師・薬剤師等の間でプロトコルの作成に際しては
各職種間で十分に協議を行い､かつそれらの情報をチーム医療
として十分に共有することが重要であるが､これらを病院情報
システムでどのような扱いとするのかについては大きな課題
が存在していることになる



①周術期における薬学的管理等

(※)｢代行入力｣とは､医師が確認･署名等を行うことを前提に､医師以外の者が電子カルテに処方や検査の指示等
を入力することを指す｡薬剤師においては､必要に応じて､疑義照会や処方提案を行う｡以下同じ｡

ア 手術前における、患者の服用中の薬剤、アレルギー歴及び副作用歴等の確認､術前中止薬の患
者への説明､医師･薬剤師等により事前に取り決めたプロトコールに基づく術中使用薬剤の処方
オーダーの代行入力(※) ､医師による処方後の払出し

イ 手術中における､麻酔薬等の投与量のダブルチェック､鎮痛薬等の調製
ウ 手術後における､患者の状態を踏まえた鎮痛薬等の投与量･投与期間の提案、術前中止薬の再開

 の確認等の周術期の薬学的管理

周術期における薬剤管理等の薬剤に関連する業務として､以下に掲げる業務について
は､薬剤師を積極的に活用することが考えられる。

ア 病棟配置薬や調剤後の薬剤管理状況確認
イ 高カロリー輸液等の調製､患者に投与する薬剤が適切に準備されているかの確認､配合禁忌の確

 認や推奨される投与速度の提案

②病棟等における薬学的管理等

病棟等における薬剤管理等の関連する業務として､以下掲げる業務については薬剤師を
積極的に活用することが考えられ。
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薬剤師が､医師･薬剤師等により事前に取り決めたプロトコールに基づき､薬物治療モニタリング

(TDM)や検査のオーダーを医師等と協働して実施し､医師の指示により実施された検査の結果等を

確認することで､治療効果等の確認を行い､必要に応じて､医師に対する薬剤の提案､医師による処方

の範囲内での薬剤の投与量･投与期間(投与間隔)の変更を行うことは可能である｡

また､薬剤師が､医師･薬剤師等により事前に取り決めたプロトコールに基づき､薬物療法を受けて

いる患者に対する薬学的管理(相互作用や重複投薬､配合変化､配合禁忌等に関する確認､薬剤の効果･

副作用等に関する状態把握､服薬指導等)を行い､その結果を踏まえ､必要に応じて､服薬方法の変更

(粉砕､一包化､一包化対象からの除外等)や薬剤の規格等の変更(内服薬の剤形変更､内服薬の規格変

更及び外用薬の規格変更等)を行うことは可能である｡こうした変更を行った場合､医師､看護師等と

十分な情報共有を行う必要がある。 

なお､病状が不安定であること等により専門的な管理が必要な場合には､医師と協働して実施する

必要がある。 

このほか､薬剤師が､医師･薬剤師等により事前に取り決めたプロトコールに基づき､入院患者の持

参薬について､院内採用の同種同効薬への変更処方オーダーの代行入力を行い､医師による処方後､

払出すことは可能である。

③ 事前に取り決めたプロトコールに沿って行う処方された薬剤の投与量の変更等

投与量･投与期間(投与間隔)の変更を行った場合は､医師､看護師等と十分な情報共有を
行う必要がある。 

現行制度の下で実施可能な範囲におけるタスク･シフト/シェアの推進について
厚生労働省医政局長通知医政発0930第16号 令和3年9月30日



病院薬剤師のタスク・シフト／シェア

医師による治療方針等の説明後の薬物療法に係る治療スケジュール､有効性及び副作用等の患者
への説明や､副作用軽減のための対応方法と記録の実施等についての患者への説明については、
薬剤師を積極的に活用することが考えられる。 

また､患者の苦痛や不安を軽減するため､薬物療法に関して､必要に応じて患者の相談に応じ必要
な薬学的知見に基づく指導を行うなどの対応についても､薬剤師を積極的に活用することが考えら
れる。 

④ 薬物療法に関する説明等

患者の入院時に持参薬を確認するとともに､複数の内服薬が処方されている患者であって､薬物有害
事象の存在や服薬過誤､服薬アドヒアランス低下等のおそれのある患者に対しては、処方の内容を
総合的に評価する。 

アレルギー歴及び副作用歴等を確認するとともに、医師と綿密に連携し、診療録等による服薬内
容､バイタルサイン(血圧､脈拍､体温等)及び腎機能､肝機能に関する検査結果の確認､回診･カンファ
レンスの参加等により患者の状態を把握した上で処方提案等の処方支援を実施する。

さらに､外来診療の場面においても､医師の診察の前に､残薬を含めた服薬状況や副作用の発現状
況等について､薬学的な観点から確認を行い､必要に応じて医師へ情報提供を行うことで､医師の負
担軽減に繋がることが期待される。 

⑤ 医師への処方提案等の処方支援
入院患者について､薬剤師が､医師に対して処方提案等の処方支援を行うに当たっては､必要に応じて､以下のよ
うな取組を行うことが可能であり､また､効果的な処方支援に資すると考えられる。

薬剤師が、服薬指導の一環として、糖尿病患者等の自己注射や自己血糖測定等について、練習用
注射器等を用いて、注射手技等の実技指導を行い、患者が正しい手順で注射できているか否かなど
の確認等を行うことは可能である。ただし､薬剤師が患者に対して注射等の直接侵襲を伴う行為を
行うことはできない。 

⑥ 糖尿病患者等における自己注射や自己血糖測定等の実技指導
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患者の入院時に持参薬を確認するとともに､複数の内服薬が処方されている患者であって､薬物有害
事象の存在や服薬過誤､服薬アドヒアランス低下等のおそれのある患者に対しては、処方の内容を
総合的に評価する。 

アレルギー歴及び副作用歴等を確認するとともに、医師と綿密に連携し、診療録等による服薬内
容､バイタルサイン(血圧､脈拍､体温等)及び腎機能､肝機能に関する検査結果の確認､回診･カンファ
レンスの参加等により患者の状態を把握した上で処方提案等の処方支援を実施する。 

さらに､外来診療の場面においても､医師の診察の前に､残薬を含めた服薬状況や副作用の発現状
況等について､薬学的な観点から確認を行い､必要に応じて医師へ情報提供を行うことで､医師の負
担軽減に繋がることが期待される。 

⑤ 医師への処方提案等の処方支援
入院患者について､薬剤師が､医師に対して処方提案等の処方支援を行うに当たっては､必要に応じて､以下のよ
うな取組を行うことが可能であり､また､効果的な処方支援に資すると考えられる。 

薬剤師が、服薬指導の一環として、糖尿病患者等の自己注射や自己血糖測定等について、練習用
注射器等を用いて、注射手技等の実技指導を行い、患者が正しい手順で注射できているか否かなど
の確認等を行うことは可能である。ただし､薬剤師が患者に対して注射等の直接侵襲を伴う行為を
行うことはできない。 

⑥ 糖尿病患者等における自己注射や自己血糖測定等の実技指導

現行の病院情報システムは、医師のオーダリングから発生して
いるため、チーム医療を前提としていない
薬剤師が関連する部分は薬剤部門システムでの対応を前提とし
ているが、このようなタスクシフト／シェアに対して部門シス
テムで解決することは不可能に近いのではないか
タスクシフト／シェアを前提として、それらの記録を正確に行
うためには、病院情報システムの再構築が必要なのではないか



電子化とタスクシフト・シェアが内在する課題

病院情報システムは法に従って設計・運用されることが大前提

医療職はそれぞれ身分法によってそれぞれの国家資格が医療等に
おいて行えること等が定められている

ＨＰＫＩは医師・薬剤師・看護師など保健医療福祉分野の27種
類の国家資格と､院長・管理薬剤師など5種類の管理者資格を電
子的に認証することができる厚生労働省が認めた唯一の電子証明
書である

現代の医療はチーム医療が大前提である

チーム医療は､本来身分法で定められている者のみができると考
えられてきた行為を他の職種が行うことを事実上認めている
（責任の所在は明確に定められいる）

情報システムは、行為者と責任者を明確に区別した上で、医療で
計画･実施されている行為等につき誰が計画･指示をし、誰が実行
したのかについて正確に記録を残すことが求められている



電子化とタスクシフト・シェアが内在する課題

病院情報システムは法に従って設計・運用されることが大前提

医療職はそれぞれ身分法によってそれぞれの国家資格が医療等に
おいて行えること等が定められている

ＨＰＫＩは医師・薬剤師・看護師など保健医療福祉分野の27種
類の国家資格と､院長・管理薬剤師など5種類の管理者資格を電
子的に認証することができる厚生労働省が認めた唯一の電子証明
書である

現代の医療はチーム医療が大前提である

チーム医療は､本来身分法で定められている者のみができると考
えられてきた行為を他の職種が行うことを事実上認めている
（責任の所在は明確に定められいる）

情報システムは、行為者と責任者を明確に区別した上で、医療で
計画･実施されている行為等につき誰が計画･指示をし、誰が実行
したのかについて正確に記録を残すことが求められている

これらを正確に記録するためには身分の確認が前提となるが

そのためには手間と費用が必要であり､現場感覚や医療を取り

巻く経済状況等を考慮すると､当たり前のことを実行しにくい

環境にあるのが現状であり､この課題に対してどのようなシス

テム設計を行うかについてきちんとした議論がなされている

かについては少なからず危惧感を覚える

（医療におけるシステムがアジャイルでよいのか???）



薬剤師の対物業務の外部委託等も議論に

令和３年４月20日規制改革推進会議
第12回 医療・介護ワーキング・グループ資
料
狭間研至先生提出資料より

薬事日報2018年5月21日
（和歌山県病薬での講演に関する記事）

【提言】
②一包化を含む調剤外部委託の容認



薬剤師の対物業務の外部委託等も議論に

令和３年４月20日規制改革推進会議
第12回 医療・介護ワーキング・グループ資
料
狭間研至先生提出資料より

薬事日報2018年5月21日
（和歌山県病薬での講演に関する記事）

【提言】
②一包化を含む調剤外部委託の容認

（日本薬剤師会、日本病院薬剤師会は現時点では否定的ではあるが）

長い目でみれば外部委託や薬局のセントラル化に移行することは
当然の流れではないかと思われる。
医療機関や薬局の薬剤調製業務の外部委託が可能になれば
患者へのパッケージ業務のロボット化 が進展すると思われる

目的は病棟業務･対人業務の更なる拡張であり、
外部委託は手段にすぎない

*ロボットは一定の基準(JIS又は業界標準:ロボットの品質保証）
を満たしたものであることが最低限必要



薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会 

薬局薬剤師の業務及び機能に関するワーキングル－プとりまとめ



経団連も外部委託に要望を提出

調剤業務外部委託の 解禁 を求める（2022年6月）

1．委託先の範囲、距離制限・地理的について
 委託先は元と同一法人内に限定すべきでない。
 委託元と委託先の間に距離制限・地域制限を設けるべきではない。

3．患者への配送 について
 委託先から患者に直接配送する方法も選択肢として可能べきである。
 委託元による 薬剤の確認方法として、画像等による確認を認めるべきであ る

2．委託可能な業務の対象範囲について
 一包化のみではなく、高齢者施設の入所者をはじめとする在宅医療に関する調剤

も含めるべきである。
 当初は一包化と高齢者の入所者をはじめとする在宅医療に関する調剤を対象範囲

にするとしても、引き続き検討を継続することとし、今後実証実験の実施など
を通して、順次広げていくことを前提とすべきである。

4．処方箋の 40 枚規制 について
 枚数による規制ではなく、業務プロセスやアウトカムによる評価とするなど、制度設計や

  規制の在り方を抜本的 に見直すべきである。





＜リパッケージにおけるプロセス等＞

薬剤部
倉庫

処方監査(患者毎:注射･内服･外用)

患者個人名･病棟名等
は表示せず

（シリアル番号）

病
院
薬
剤
師

処方箋発行

患者毎の調剤設計(一包化・別包)

病院薬剤師による調剤設計書作成
(服用形態に合致した再包装に関する指示書)

再包装指示書に従った内容･包装形態

再包装品･包装段階での品質保証書添付

指示書と納品された医薬品の照合

個人情報無し
（シリアル番号）

(バーコード照合)
薬袋に入れる

（シリアル番号）
包装結果リスト

（バーコード表示）

与薬準備・配薬・服用確認

管
理
薬
剤
師

病院薬剤師

病棟薬剤師
看護師

主たる責任者

薬
剤
部

リパッ
ケージ

センター

薬
剤
部

病
棟

部署

病
棟

医師

薬局の
病院専用

倉庫

医薬品
卸

医薬品保管の流れ

当初

当初

将来薬
局
薬
剤
師

薬局薬剤師

薬局薬剤師

外
来

薬

局

薬

局

患
家

薬剤師は加工後の責任を有することを再認識すべき



＜本日の内容＞

２．電子処方箋運用開始後の状況と院内処方箋の課題

３．電子版お薬手帳について

４ ．薬局機能認定制度と医療機関との情報連携
（医療機関側が備えるべき機能）

５．タスクシフティング･シェアリング（新通知）への対応

１．はじめに（次年度診療報酬改定における医療DXの評価）

６．これからすべきこと



電子処方箋モデル事業から指摘されるであろう課題

処方箋発行医療機関
・処方箋発行における課題
・処方箋に疑義照会が行われた場合の課題

・当該医療機関の各種マスタに関連した課題

・疑義照会内容等を病院情報システムに反映させる面での課題

・オン資で得られる情報の院内システムにおける活用に関する課題

・オン資の運用に関する課題

処方箋受入薬局

・処方箋に疑義照会が行われた場合の課題（情報の共有方法）
・当該薬局の各種マスタ（特に用法マスタ）に関連した課題

・薬局のシステム(レセプトシステム,薬歴管理システム等)に関連した課題

・重複チェック･(相互作用チェック)に関する課題

･･･

･
･･

・オン資の運用に関する課題

・薬剤師法第23条2項関連（医師との事前のプロトコールによる変更）

・調剤情報を病院情報システムに反映させるデータマッチング面での課題

医師が同意していることを処方箋に記載（剤形、規格変更可）する方が良い
のではないかと思われる



医療DXが普及するまでに解決すべき課題

残された記録が正しいこと（虚偽記載がない）

処方データ・調剤データ等が虚偽記録ではない→「倍量処方」の撲滅

医療機関内の医薬品に関する情報（納品・処方・処置・
調剤・施用等）が正確に記録されている

院内処方箋の電子化の検討は、院内における医薬品に関連する記録を正確
に把握するためにシステムに求められる要件等を明確にする

GS1コードに関する厳格なルールの徹底と調剤記録に
利活用するための課題を検討する

物流記録が川上（製薬企業）から川下（使用結果）まで記録できている

医薬品に関する記録が将来的に利活用可能性を有する

記録された医薬品のコードが将来的に国際的利活用ができる要素を有する

入院患者の医薬品に関するオーダー方法の見直し

１回のリフィル（入院時に定める）と考え中止する場合には指示を行う



医療DXが普及するまでに解決すべき課題

残された記録が正しいこと（虚偽記載がない）
処方データ・調剤データの虚偽記載を撲滅する

倍量処方の撲滅!!!
医療関係者が電子カルテに虚偽記載をすることは絶対に許されない

倍量処方の殆どが新薬に限られていることから､新薬については処方制限をす
るのではなく､調剤制限を定め､｢リフィル処方｣で対応することを定めるべき
ではないか（中医協は認めていないが･･･）

薬剤師法第25条の2第2項に従い､薬剤師は当該新薬に関しては､RMPの資料等を参考
に､有害事象あるいはその兆候が発生していないかの経過観察を行い、その結果等の
情報を医療機関に提供すると共に、リフィル調剤を行う

虚偽記載とはいえないが、疑い病名を電子カルテ内でどのような位置付け
にするのか

電子カルテはメディカルレコードを
基本とした記録システムではないのか



【Ⅳ－１ 後発医薬品やバイオ後続品の使用促進、長期収載品の保険給付の在り方の
見直し等－①】

第１ 基本的な考え方

医療 DX 及び医薬品の安定供給に資する取組を更に推進する観点から処方等に係る評価体系の見直しを行う。 

第２ 具体的な内容
１．一般名処方加算について、医薬品の供給不足等の場合における治療計画の見直し等に対応できる体制の

整備並びに患者への説明及び院内掲示にかかる要件を設けるとともに、評価を見直す。 

２．後発医薬品使用体制加算及び外来後発医薬品使用体制加算について、医薬品の供給が不足等した場合に
おける治療計画の見直し等に対応できる体制の整備並びに患者への説明及び院内掲示にかかる要件を設
けるとともに、評価を見直す。 

３．医療 DX の推進による効率的な処方体系の整備が進められていること並びに一般名処方加算、後発医
薬品使用体制加算及び外来後発医薬品使用体制加算の見直しに伴い、薬剤情報提供料及び処方箋料の点
数を見直す。 

４．いわゆる湿布薬の処方枚数制限の規定に関して、該当品目の承認状況を踏まえ、「湿布薬」の用語を見
直す。

Ｆ４００ 処方箋料
(15)保険医療機関及び保険医療養担当規則において、投与量に限度が定められている医薬品及び貼付剤
については、リフィル処方箋による処方を行うことはできない。

新薬に関してはリフィル処方箋が認められていないことになる

倍量処方を廃絶することが困難になってしまう
（電子カルテに虚偽記載が存在することが継続してしまう）



医薬品の名称と使用される文字種について

商品名の文字数は２文字～４５文字
診断用アレルゲン皮内エキス治療用アレルゲンエキス皮下注「トリイ」ハウスダスト１：１，０００

規格を示す文字には統一がない
単位，
千単位，１０００単位，１，０００, ０．１万単位
万単位，１００００単位

漢字の種別や規格における課題について整理を行い

医薬品名を構成する各要素の基準、記載順序等を規則

化した名称を作成することも検討すべきではないか

官報告示に使用される特殊文字

局 麻 毒 ・･・



品質保証された薬剤が調製されたことに関する記録

対物業務で残すべき記録

調製した薬剤の正しさに関する記録

(病棟・患者への）供給に関する記録

薬剤調製に関する記録

製剤に関する記録

薬剤師の対物業務は、薬剤の購入から倉庫での保管･調剤･(病棟)･患者に服用さ
れるまでの各プロセスの正しさが記録として残される事が必要

加工せずに調製（無加工の記録）

加工して調製（加工内容の記録）

非薬剤師が関わっている場合（指示書）

使用に関する記録

（画像情報を含む）

薬剤部→病棟→患者

調製から投与に至るプロセスの正しさに関する記録

ロボット使用の場合（ログ）

①Right Patient（正しい患者）
②Right Drug   （正しい薬剤）
③Right Purpose（正しい目的）
④Right Dose   （正しい用量）
⑤Right Route  （正しい方法）
⑥Right Time   （正しい時間）

6
R

＜参考：調剤録に求められる記載事項＞
1 患者の氏名及び年令
2 薬名及び分量
3 調剤並びに情報の提供及び指導を行つた年月日
4 調剤量
5 調剤並びに情報の提供及び指導を行つた薬剤師の氏名
6 情報の提供及び指導の内容の要点（新設）
7 処方せんの発行年月日
8 処方せんを交付した医師、歯科医師又は獣医師の氏名 
9 前号の者の住所又は勤務する病院若しくは診療所若しくは飼育動
物診療施設の名称及び所在地
10前条第2号及び第3号に掲げる事項
2 法第23条第2項の規定により医師､歯科医師又は獣医師の同意を得て処方せ

ん
に記載された医薬品を変更して調剤した場合には､その変更の内容

3 法第24条の規定により医師､歯科医師又は獣医師に疑わしい点を確かめた場
合

 には､その回答の内容

薬剤師のみが行っている場合

薬剤購入・保管に関する記録
薬剤採用プロセス
発注・納品・検収・保管プロセス

品質情報（ロット･期限を含む）

加工せずに調製（無加工の記録）

加工して調製（加工内容の記録）

疑義照会に関する記録

医師等の同意に関する記録

調剤を薬剤師が行った記録
処方せんで調剤を行った記録



対人業務で残すべき記録
薬剤師は対人業務の「実施及び実施した内容の正しさ」を証明
できる記録を残す必要がある

①Right Patient（正しい患者）
②Right Drug   （正しい薬剤）
③Right Purpose（正しい目的）
④Right Dose   （正しい用量）
⑤Right Route  （正しい方法）
⑥Right Time   （正しい時間）

6
R

患者からの情報収集及び患者等に提供･指導した内容に関する記録

薬学的知見に基づく指導にする記録

薬剤管理指導業務に関する記録

他の医療職へ提供した情報に関する記録

適正使用に必要な医薬品情報を関連する医療職に伝えたことの記録

提供した情報に関する記録

薬局に提供した(から提供された)情報に関する記録

薬局に提供した（から提供された）記録

1 患者の氏名及び年令
2 薬名及び分量
3 調剤並びに情報の提供及び指導を行つた年月日
4 調剤量
5 調剤並びに情報の提供及び指導を行つた薬剤師の氏名
6 情報の提供及び指導の内容の要点（新設）
7 処方せんの発行年月日
8 処方せんを交付した医師、歯科医師又は獣医師の氏名 
9 前号の者の住所又は勤務する病院若しくは診療所若しくは飼育動物診療施設の名称及び所在地
10前条第2号及び第3号に掲げる事項
2 法第23条第2項の規定により医師､歯科医師又は獣医師の同意を得て処方せんに記載された医
薬品を変更して調剤した場合には､その変更の内容
3 法第24条の規定により医師、歯科医師又は獣医師に疑わしい点を確かめた場合には、その回
答の内容

処方薬の妥当性に関する記録

医師への処方提案

看護師等への使用薬剤に関する留意事項

持参薬の使用に関連する各種情報

薬学的知見に基づく指導に関する記録

薬剤の使用状況（交付後を含む）に関する記録

他の医療職への適正使用のための情報提供に関する記録



医療DXにおいて求められること
今後医療の分野についてもＡＩの導入が進展することは
間違いない

ＡＩにより示される結果が正しいと信じ切ることは危険

ＡＩが誤った結論を出すことを避けるためには､｢正確な
データの存在」が大前提になる

｢紙文化｣は現場での｢部分的改革が可能な文化｣

デジタル化を図ることは、書類の電子化ではない

医療ＤＸで求められるのは､当事者が目的･手段を
きちんと理解し､現在行われている手段は本当に
妥当であるのか否かを原点に戻って再検討するこ
とである



このようなオーダリングシステムの導入は，薬剤師と同システムとのダブルチェック
による過誤の防止という点で効果を発揮するにとどまらず，そのシステムの設定・活用
の仕方次第で，機械的なチェックに馴染む画一的な事項については，システムによるよ
り迅速で確実，網羅的なチェックが可能となり，数多くの医薬品について，限られた時
間で，調剤・監査を行わなければならない医薬品の調剤・監査業務の事務処理を全体と
してより合理化し得るものとして，重要な意義を有するものということができる。

損害賠償請求事件判決 平成23年02月10日 東京地方裁判所
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東京地裁は、投薬を指示した担当医や、薬剤師３人の賠償責任を認め、２３６５万円
の支払いを命じた。医療過誤訴訟で薬剤師の責任を認める判決は異例。

したがって､オーダリングシステムを導入する病院において､調剤・監査
業務に関与する薬剤師等が､
①そのシステムの機能や具体的なチェック項目等について十分理解し､
明確な認識を持った上で､
②当該システムが正常に機能することを信じて業務を行い､
かつ､
③当該システムが正常に機能する技術的担保があるなど､
これが正常に機能することを信じるにつき正当な理由がある場合には､
薬剤師は､同システムが正常に機能することを信頼して自らの業務を行
えば足りるものと解するのが相当である。



医療DXにおいて求められること
今後医療の分野についてもＡＩの導入が進展することは
間違いない

ＡＩにより示される結果が正しいと信じ切ることは危険

ＡＩが誤った結論を出すことを避けるためには､｢正確な
データの存在」が大前提になる

｢紙文化｣は現場での｢部分的改革が可能な文化｣

デジタル化を図ることは、書類の電子化ではない

医療ＤＸで求められるのは､当事者が目的･手段を
きちんと理解し､現在行われている手段は本当に
妥当であるのか否かを原点に戻って再検討するこ
とである



ま と め
医療DXの名の下で今後さまざまな面で電子化が進展すること
は間違いない（後戻りはない）

電子化をする際には原則に戻って全体を観た上で､制度を含めて
検討をしなくてはならない

医薬品データの将来的利活用を見据えて､今なすべきことは
(実施記録を含む)正確な記録を残すために、いかにして現状の
問題点を認識し、その問題点を改善するための努力を払うこと
である

行政は全体的な観点で制度について検討することはできるが、
細かな事は分からないのは当然である。｢行政は現場がわかって
いない｣と批判するのではなく、現場が行政に対して｢現状及び
そこに存在する課題等についてきちんと説明を行い｣その上で
｢現場ならではのアイデア・智慧を積極的に示す｣ことが必要

医療DX、医師の働き方改革、各種タスクシェア･シフト等への
対応策を検討することは従来の習慣を見直す最後のチャンス



ご質問のある方は

shitsumon@romsu.jp
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